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(54) Title: LIGHT SOURCE DEVICE AND LIGHTING DEVICE

(54) 発明の名称 ：光源装置及び照明装置

(57) Abstract: Disclosed i s a light source device which can
[ 図 b e built into a 3CCD projection-type display device and

which uses fluorescent bodies as a light source and can ex
tend the life span o f the fluorescent bodies. The disclosed
light source device i s provided with: a semiconductor laser
(1); a reflective fluorescent body assembly (42) which r e
ceives excitation light emitted from the semiconductor laser
(1) nd emits prescribed coloured light; a dichroic mirror
(24) which reflects one of either the incoming excitation
light and the incoming fluorescence and allows the other t o
permeate; a heat radiation unit (9) which radiates the heat
generated b y the reflective fluorescent body assembly;
movement mechanisms (12, 14) which move the reflective
fluorescent body assembly i n the direction parallel t o the
surface o f said reflective fluorescent body assembly; and an
afocal optical system comprising at least one negative opti
cal element (5) and at least one positive optical element (6)
for changing the size o f the luminous flux o f the fluores
cence from the reflective fluorescent body assembly.

(57) 要約：本発明は、光源 と して蛍光体 を用いた
三板式の投写型表示装置 に搭載可能な光源装置
であって、蛍光体寿命 を長寿命化す る ことがで
きる光源装置 を提供 す る。 本発 明の光源装置
は、半導体 レーザ （1 ) と、前記半導体 レーザ
( 1 ) か ら射 出す る励起 光 を受 けて所定の色光

を射 出す る反射型蛍光体組立体 （4 2 ) と、入射す る励起 光 と入射す る蛍光 とのいずれか一方 を反射 し
他方 を透過す るダイ ク ロイ ツク ミラー （2 4 ) と、反射型 蛍光体組 立体 の発 す る熱 を放熱す る放熱部
( 9 ) と、反射型蛍光体組立体 を反射型蛍光体組立体の面 と平行方向に移動 させ る移動機構 （1 2 、 1

4 ) と、反射 型 蛍光体 組 立体 か らの 蛍光の 光束 の 大 き さを変換 す る少 な くと も 1 つの正 の 光学 部 材
( 6 ) と少な くとも 1 つの負の光学部材 （5 ) とを有す るァ フォ一カル光学系 とを備 える。
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明 細 書

発明の名称 ：光源装置及び照明装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、光源装置およびそれを用いた投射表示装置に関する。

背景技術

[0002] 液晶プロジェクタ等の投射表示装置において、従来、光源として超高圧水

銀ランプやキセノンランプ等の放電ランプが用いられてきた。近年、発光ダ

ィ才一 ドゃ半導体レーザを光源等として用いることが検討されている。

[0003] 特許文献 1 には、回転制御可能な円形状の透明基材に複数の扇形形状のセ

グメン卜領域を有 し、透明基材のセグメン卜領域の少なくとも二つには、半

導体レーザから射出する励起光を受けて所定の波長帯域光を発光する異なる

蛍光体の層が配置され、可視光領域の励起光を蛍光体に照射する励起光源を

備える光源装置が記載されている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献1 ：特開 2 0 0 9 _ 2 7 7 5 1 6 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] ところで、特許文献 1 に記載の光源装置は、蛍光体の層が形成された円板

状の透明基材を回転させつつ、励起光を蛍光体の層に照射することにより、

赤、緑、青 3 原色光を順番に射出させるものである。そのため、表示デバィ

スの 3 原色用信号を時間順次で切り替え、対応 して 3 原色光を順番に照射す

るフィール ドシーケンシャル力ラ一方式の投射表示装置には適 しているが、

3 板式の投射表示装置にはそのままでは適用できないものであった。

[0006] 本発明はこのような問題点に鑑みなされたものであり、光源として蛍光体

を用いた 3 板式の投射型表示装置に搭載可能な光源装置を提供することを目

的とする。また、本発明は蛍光体寿命を長寿命化することができる光源装置



を提供することを目的とする。 さらに、本発明は 3 原色の色度 を調整するこ

とができる光源装置を提供することを目的とする。 さらにまた、本発明は上

述の光源装置を用いた投射型表示装置を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[0007] 本発明は、上述 した従来の技術の課題 を解決するため、以下の 1 ) ~ 8 )

を提供する。

[0008] ) 半導体 レーザ （1 ) と、前記半導体 レーザ （1 ) か ら射出する励起光

を受けて所定の色光の蛍光を射出する反射型蛍光体組立体 （4 2 ) と、入射

する前記励起光 と入射する前記蛍光のいずれか一方を反射 し他方を透過する

ダイクロイツクミラー （2 4 ) と、前記反射型蛍光体組立体の発する熱を放

熱する放熱部 （9 ) と、前記反射型蛍光体組立体を前記反射型蛍光体組立体

の面 と平行方向に移動させる移動機構 （1 0 、 1 2 、 1 4 、 1 5 ) と、前記

反射型蛍光体組立体か らの前記蛍光の光束の大 きさを変換する少な くとも 1

つの正の光学部材 （6 ) と少な くとも 1 つの負の光学部材 （5 ) を有するァ

フ 才一 カル光学系 と、 を備えることを特徴 とする光源装置。

[0009] 2 ) 半導体 レーザ （1 ) と、前記半導体 レーザ い ）か ら射出する励起光

を受けて赤色光、緑色光、青色光成分を有する蛍光を白色光 と して射出する

反射型蛍光体組立体 （4 ) と、入射する前記励起光 と入射する前記 白色光の

いずれか一方を反射 し他方を透過するダイクロイツクミラ一 （2 ) と、前記

反射型蛍光体組立体 （2 ) の発する熱を放熱する放熱部 （9 ) と、前記反射

型蛍光体組立体 （4 ) を前記反射型蛍光体組立体 （4 ) の面 と平行方向に移

動させる移動機構 （1 0 、 1 2 、 1 4 、 1 5 ) と、前記反射型蛍光体組立体

か らの白色光の光束の大 きさを変換する少な くとも 1 つの正の光学部材 （6

) と少な くとも 1 つの負の光学部材 （5 ) を有するァ フ 才一カル光学系 と、

を備えることを特徴 とする光源装置。

[001 0] 3 ) 蛍光 と して赤色光を発光する赤用蛍光体組立体エ レメ ン ト、緑色光を

発光する緑用蛍光体組立体エ レメ ン ト、 青色光を発光する青用蛍光体組立体

エ レメ ン トを有する反射型蛍光体組立体 （4 1 ) と、前記反射型蛍光体組立



体 （4 1 ) の発する熱 を放熱する放熱部 （9 ) と、前記赤用蛍光体 を励起す

る励起光 を射出する少な くとも 1 つの赤用の半導体 レーザ （1 ) と、前記緑

用蛍光体 を励起する励起光 を射出する少な くとも 1 つの緑用の半導体 レーザ

( 1 ) と、前記青用蛍光体 を励起する励起光 を射出する少な くとも 1 つの青

用の半導体 レーザ （1 ) と、赤色 に対する蛍光 を反射 し励起光 を透過する赤

用のダイクロイ ツクミラ一 （2 1 ) と、緑色 に対する蛍光 を反射 し励起光 を

透過する緑用のダイクロイ ツクミラ一 （2 2 ) と、青色 に対する蛍光 を反射

し励起光 を透過する青用のダイクロイ ツクミラ一 （2 3 ) と、前記反射型蛍

光体組立体 （4 ) を前記反射型蛍光体組立体 （4 ) の面 と平行な方向に

移動 させる移動機構 （1 0 、 1 2 、 1 4 、 1 5 ) と、前記赤色光 と前記緑色

光 と前記青色光 とを前記複数のダイクロイ ツクミラ一 （2 1 、 2 2 、 2 3 )

で合成 して得 られる白色光の光束の大 きさを変換する少な くとも 1 つの正の

光学部材 （6 ) と少な くとも 1 つの負の光学部材 （5 ) を有 するァフ ォー 力

ル光学系 と、 を備 えることを特徴 とする光源装置。

4 ) 蛍光 と して赤色光 を射出する赤用蛍光体組立体エ レメ ン ト、 緑色光 を

射出する緑用蛍光体組立体エ レメ ン ト、 青色光 を射出する青用蛍光体組立体

エ レメン 卜が色の配列の方向に配列 し、前記色の配列の方向 と直交する方向

には色の色度の異なる複数の蛍光体組立体エ レメン トを有する反射型蛍光体

組立体 （4 1 ) と、前記反射型蛍光体組立体 （4 ) の発する熱 を放熱する

放熱部 （9 ) と、前記赤用蛍光体 を励起する励起光 を射出する少な くとも 1

つの赤用の半導体 レーザ （1 ) と、前記緑用蛍光体 を励起する励起光 を射出

する少な くとも 1 つの緑用の半導体 レーザ （1 ) と、前記青用蛍光体 を励起

する励起光 を射出する少な くとも 1 つの青用の半導体 レーザ （1 ) と、赤色

に対する蛍光 を反射 し励起光 を透過する赤用のダイクロイ ツクミラ一 （2

) と、緑色 に対する蛍光 を反射 し励起光 を透過する緑用のダイクロイ ツクミ

ラ一 （2 2 ) と、青色 に対する蛍光 を反射 し励起光 を透過する青用のダイク

口イ ツクミラー （2 3 ) と、前記反射型蛍光体組立体 （4 1 ) を前記反射型

蛍光体組立体面 （4 1 ) と平行な方向であ って色の配列の方向に移動 させる



移動機構 （1 0 、 1 2 、 1 4 、 1 5 ) と、前記反射型蛍光体組立体 （4 )

を前記反射型蛍光体組立体 （4 ) の面 と平行 な方 向であ って色 の色度 の異

な る蛍光体組立体 エ レメ ン トの間で移動 させ る移動機構 （1 1 、 1 3 、 1 5

) と、前記赤色光 と前記緑色光 と前記青色光 とを前記複数 の ダイ クロイ ツク

ミラ一 （2 1 、 2 2 、 2 3 ) で合成 して得 られ る白色光 の光束 の大 きさを変

換 す る少な くとも 1 つの正の光学部材 （6 ) と少な くとも 1 つの負 の光学部

材 （5 ) を有 す るァフォ一 カル光学 系 と、 を備 える ことを特徴 とす る光源装

置。

[001 2] 5 ) 蛍光 と して赤色光 を発光 す る赤用蛍光体組立体 エ レメ ン トおよび緑色

光 を発光 す る緑 用蛍光体組立体 エ レメ ン トを有 す る反射型蛍光体組立体 （4

1 ) と、前記反射型蛍光体組立体 （4 ) の発 す る熱 を放熱 す る放熱部 （9

) と、前記赤用蛍光体 を励起 す る励起光 を射 出す る少な くとも 1 つの赤用の

半導体 レーザ （1 ) と、前記緑 用蛍光体 を励起 す る励起光 を射 出す る少な く

とも 1 つの緑 用の半導体 レ一ザ （1 ) と、青色光 を射 出す る半導体 レ一ザ （

1 ) と、前記青色光 を射 出す る半導体 レーザ光 を拡散 す る拡散部材 （3 5 )

と、 赤色 に対 す る蛍光 を反射 し励起光 を透過 す る赤用の ダイ クロイ ツクミラ

- ( 2 1 ) と、緑色 に対 す る蛍光 を反射 し励起光 を透過 す る緑 用の ダイ ク口

イ ツクミラー （2 2 ) と、前記反射型蛍光体組立体 （4 1 ) を前 記反射型蛍

光体組立体 （4 1 ) の面 と平行 な方 向であ って色 の配列の方 向 に移動 させ る

移動機構 （1 0 、 1 2 、 1 4 、 1 5 ) と、前記赤色光 と前記緑色光 と前記青

色光 とを前記複数 の ダイ クロイ ツクミラ一 （2 1 、 2 2 ) で合成 して得 られ

る白色光 の光束 の大 きさを変換 す る少な くとも 1 つの正の光学部材 （6 ) と

少な くとも 1 つの負 の光学部材 （5 ) を有 す るァフ才一 カル光学 系 と、 を備

える ことを特徴 とす る光源装置。

[001 3] 6 ) 蛍光 と して赤色光 を射 出す る蛍光体組立体 エ レメ ン トおよび緑色光 を

射 出す る蛍光体組立体 エ レメ ン 卜が色 の配列の方 向 に配列 し、前記色 の配列

の方 向 と直交す る方 向 には色 の色度 の異 な る複数 の蛍光体組立体 エ レメ ン 卜

を有 す る反射型蛍光体組立体 （4 1 ) と、前記反射型蛍光体組立体 （4 )



の発する熱 を放熱する放熱部 （9 ) と、前記赤用蛍光体 を励起する励起光 を

射出する少な くとも 1 つの赤用の半導体 レーザ （1 ) と、前記緑用蛍光体 を

励起する励起光 を射出する少な くとも 1 つの緑用の半導体 レーザ （1 ) と、

青色光 を射出する半導体 レーザ （1 ) と、前記青色光 を射出する半導体 レー

ザ光 を拡散する拡散部材 （3 5 ) と、赤色 に対する蛍光 を反射 し励起光 を透

過する赤用のダイクロイ ツクミラ一 （2 1 ) と、緑色 に対する蛍光 を反射 し

励起光 を透過する緑用のダイクロイ ツクミラ一 （2 2 ) と、前記反射型蛍光

体組立体 （4 1 ) を前記反射型蛍光体組立体の面 と平行な方向であ って色の

配列方向に移動 させる移動機構 （1 0 、 1 2 、 1 4 、 1 5 ) と、前記反射型

蛍光体組立体 （4 1 ) を前記反射型蛍光体組立体の面 と平行な方向であ って

色の色度の異なる蛍光体組立体エ レメ ン トの 間で移動 させる移動機構 （1 1

、 1 3 、 1 5 ) と、前記赤色光 と前記緑色光 と前記青色光 とを前記複数のダ

ィクロイ ツクミラ一 （2 1 、 2 ) で合成 して得 られる白色光の光束の大 き

さを変換する少な くとも 1 つの正の光学部材 （6 ) と少な くとも 1 つの負の

光学部材 （5 ) を有 するァ フ ォ一カル光学系 と、 を備 えることを特徴 とする

光源装置。

7 ) 円板上の円周方向においては所定の角度毎 に、蛍光 と して赤色光 を射

出する赤用蛍光体組立体エ レメン ト、緑色光 を射出する緑用蛍光体組立体ェ

レメン 卜、青色光 を射出する青用蛍光体組立体エ レメン 卜が配置 されるとと

もに、径方向においては色の色度の異なる蛍光体組立体エ レメン 卜が配置 さ

れる反射型 カラ一ホイ一ル （4 3 ) と、前記蛍光体 を励起する励起光 を射出

する少な くとも 1 つの半導体 レーザ （1 ) と、前記反射型 カラ一ホイール （

4 3 ) を円板の中心 を軸 と して所定の角度で回転 させる回転機構 （1 0 ) と

、前記反射型 カラ一ホイール （4 3 ) を前記反射型 カラ一ホイール （4 3 )

の面 と平行な方向であ って色の色度の異なる蛍光体組立体エ レメン 卜の間で

移動 させる移動機構 （1 3 ) と、入射する前記励起光 と入射する前記蛍光の

いずれか一方 を反射 し他方 を透過するダイクロイ ツクミラ一 （2 ) と、前記

反射型 カラ一ホイール （4 3 ) か らの光の光束の大 きさを変換する少な くと



も 1 つの正の光学部材 （6 ) と少な くとも 1 つの負の光学部材 （5 ) を有す

るァフォ一カル光学系と、を備えることを特徴 とする光源装置。

[001 5] 8 ) 上記 1 ) ない し7 ) のいずれか 1 項に記載の光源装置と、前記光源装

置から発する光を変調するデバイス （1 1 1 r 、 1 1 1 g 、 1 1 1 b ) と、

前記デバイスで変調された光を投射する投射 レンズ （1 1 3 ) と、を備える

ことを特徴 とする投射表示装置。

発明の効果

[001 6] 本発明によれば、光源 として蛍光体を用いて 3 板式の投射型表示装置に搭

載することができる光源装置を構成することができる。また、本発明によれ

ば、蛍光体寿命を長寿命化することができる光源装置を構成することができ

る。さらに、本発明によれば、 3 原色の色度を調整することができる光源装

置を構成することができる。さらにまた、本発明によれば、上述の光源装置

を用いた 3 板式の投射型表示装置を構成することができる。

図面の簡単な説明

[001 7 ] [ 図 1] 本発明の第 1 の実施形態の光源装置の原理的な構成を示す構成図である

[ 図2] 図 1 に示す反射型蛍光組立体 4 の断面図を示す

[ 図3] 反射型蛍光組立体 4 の他の例を示す断面図である。

[ 図4 ] 反射型蛍光組立体 4 の他の例を示す断面図である。

[ 図5] 図 1 の原理的な構成の変形例を示す構成図である。

[ 図6] 図 1 に示す光源装置の原理的な構成に対 し、 ヒ一 卜シンクを付加 した状

態を示す構成図である。

[ 図7] 図 5 に示す構成に対 し、 ヒー 卜シンクを付加 した状態を示す構成図であ

る。

[ 図8] 本発明の第 1 の実施形態の光源装置 2 0 を示す構成図である。

[ 図9] 図 8 の光源装置 2 0 における反射型蛍光体組立体 4 の移動機構を示す

図である。

[ 図 10] 本発明の第 2 の実施形態の光源装置 2 0 2 を示す構成図である。



[ 図 11] 本発 明の第 2 の実施形態 の ヒ一 卜シ ンク 9 2 上 に形成 されている反射

型蛍光体組立体 4 の一例 を示 す正面 図であ る。

[ 図 12] 図 1 0 の光源装置 2 0 2 における反射型蛍光体組立体 4 の移動機構

を示 す図であ る。

[ 図 13] 蛍光体組立体 エ レメ ン 卜の選択 によ り第 2 の実施形態 の光源装置 2 0

2 か ら射 出す る 3 原色 の色度 が変わ る例 を模 式的 に示 す色度 図であ る。

[ 図 14] 本発 明の第 3 の実施形態 の光源装置 2 0 3 を示 す構成 図であ る。

[ 図 15] 本発 明の第 4 の実施形態 の光源装置 2 0 4 を示 す構成 図であ る。

[ 図 16] 本発 明の第 4 の実施形態 の光源装置 2 0 4 の反射型 カラ一ホイ一ル 4

の光入射面 の構造 を示 す平面 図であ る。

[ 図 17] 本発 明の第 5 の実施形態 の光源装置 2 0 5 を示 す構成 図であ る。

[ 図 18] 図 1 7 の光源装置 2 0 5 における反射型蛍光体組立体 4 の移動機構

を示 す図であ る。

[ 図 19] 本発 明の第 2 の実施形態 に係 る光源装置 2 0 2 を用 いた投射型表示装

置 を示 す図であ る。

[ 図20] 本発 明の第 5 の実施形態 に係 る光源装置 2 0 5 を用 いた投射型表示装

置 を示 す図であ る。

発明を実施するための形態

[001 8 ] 以 下 に、本発 明 に係 る光源装置及び投射表示装置 の実施形態 について、 図

面 を参照 して説 明す る。 なお、全 図 において、共通 な機 能 を有 す る部 品 には

同一符号 を付 し、 一度説 明 した もの に関 しては、説 明の繰 り返 しを省略す る

[001 9] < 第 1 の実施形態 >

図 1 は本発 明の第 1 の実施形態 の光源装置 の原理 的な構成 を示 す構成 図で

あ る。半導体 レーザ 1 は紫外光、近紫外光、青紫光 のいずれかの光 を発光 す

る。半導体 レーザ 1 は C A N タイ プの もの を 1 個使 用 している。半導体 レ一

ザ 1 か ら射 出 した光 はダイ クロイ ツクミラ一 2 で反射 して光路 を 9 0 度 曲 げ

られ る。 ダイ クロイ ツクミラ一 2 は、半導体 レーザ 1 の射 出光 であ る紫外光



、近紫外光、青紫光のいずれかを反射 し、それ らより長波長である青色光、

緑色光、赤色光を透過する特性 を有する。 9 0 度曲げられた半導体 レーザ光

は第一の凸 レンズ 3 により所定の位置に集光する。半導体 レーザ光が集光す

る位置には、反射型蛍光体組立体 4 が配置されている。

[0020] 図 2 は図 1 に示す反射型蛍光体組立体 4 の断面図を示す。反射型蛍光体組

立体 4 の基材 7 は、 ガラスまたは金属か らなる。図 2 は基材 7 が金属の場合

を示 している。基材 7 と しては少な くとも片面に鏡面処理が施 されたもの、

または鏡面状態であるものが用い られる。図 2 において、参照番号 7 a は鏡

面状態であることを示す。基材 7 の上に、紫外光、近紫外光、青紫光によつ

て励起されて赤色光を発する蛍光体 8 R と、紫外光、近紫外光、青紫光によ

つて励起されて緑色光を発する蛍光体 8 G と、紫外光、近紫外光、青紫光に

よって励起されて青色光を発する蛍光体 8 B とがバインダ 8 b と混合されて

所定厚みに塗布されている。 ここで、蛍光体は沈殿法やプ リン トにて塗布さ

れる。蛍光体 8 R、 8 G、 8 B は、半導体 レーザ 1 の射出光を受けて、赤色

光 緑色光、青色光を射出するが、反射型蛍光体組立体 4 全体 と しては、そ

れ らの光は混合 して白色光を射出する。

[0021 ] 図 3 、図 4 は反射型蛍光体組立体 4 の他の例 を示す断面図である。図 3 の

例では基材 7 はガラスである。 ガラス基材の片面には、 レーザ光である紫外

光 または近紫外光 または青紫光を透過 し可視光を反射するダイクロイツクミ

ラ一等の反射膜 7 mが設けられる。反射膜 7 mの上に、蛍光体 8 R、 8 G、

8 B を混入 して成型された成形品 8 a が接着 されている。蛍光体 8 R、 8 G

、 8 B は、半導体 レ一ザ 1 の射出光を受けて、赤色光、緑色光、青色光を射

出するが、反射型蛍光体組立体 4 全体 と しては、それ らの光は混合 して白色

光を射出する。図 4 の例では、基材 7 はガラスである。 また、蛍光体 と して

白色蛍光体 8 W が用い られる。以下の実施の形態において、基材 7 を金属に

するかガラスにするか、蛍光体層を塗布する方法で設けるか、成形品を接着

する方法で設けるかは、任意に組み合わせることができる。

[0022] 図 1 に戻 り、反射型蛍光体組立体 4 か ら射出 した白色拡散光は第一の凸 レ



ンズ3 で集光され、ダイクロイツクミラ一 2 を透過 した後、負の光学部材と

して機能する凹レンズ 5 と正の光学部材として機能する第二の凸レンズ 6 に

よって、所望の直径の平行光とされる。ここで負の光学部材として機能する

凹レンズ 5 と正の光学部材として機能する第二の凸レンズ 6 はァ フ 才一カル

系を構成する。

[0023] 図 5 は、図 1 の原理的な構成の変形例を示す構成図である。図 1 において

は、半導体 レーザ 1 からの光線はダイクロイツクミラ一 2 で反射されるが、

図 5 においては、半導体 レーザ 1 からの光線がダイクロイツクミラ一 2 を透

過する点が異なる。図 5 におけるダイクロイツクミラ一 2 は、半導体 レーザ

1 の射出光である紫外光、近紫外光、青紫光のいずれかを透過 し、それらよ

り長波長である青色光、緑色光、赤色光を反射する特性を有する。

[0024] 図 6 は図 1 に示す光源装置の原理的な構成に対 し、 ヒ一 卜シンクを付加 し

た状態を示す構成図である。図 1 との違いは、半導体 レーザ 1 を3 個用いて

いること、半導体 レーザ 1 はヒ一 卜シンク9 1 に接触 して配置されているこ

と、反射型蛍光体組立体 4 が放熱部として機能するヒ一 卜シンク9 に接触 し

て配置されていることである。図 6 では半導体 レーザ 1 を3 個使用 している

が、 3 個に限定されない。

[0025] 図 7 は、図 5 に示す構成に対 し、 ヒー トシンクを付加 した状態を示す構成

図である。図 1 との違いは、半導体 レーザ 1 を3 個用いていること、半導体

レーザ 1 はヒ一 卜シンク9 に接触 して配置されていること、反射型蛍光体

組立体 4 が放熱部として機能するヒ一 卜シンク9 に接触 して配置されている

ことである。図 7 では半導体 レーザ 1 を3 個使用 しているが、 3 個に限定さ

れない。図 7 におけるダイクロイツクミラ一 2 は、半導体 レーザ 1 の射出光

である紫外光、近紫外光、青紫光のいずれか透過 し、それらより長波長であ

る青色光、緑色光、赤色光を反射する特性を有する。

[0026] 図 8 は本発明の第 1 の実施形態の光源装置 2 0 を示す構成図である。半

導体 レーザ 1 は紫外光または近紫外光または青紫光を発光する。図 8 では、

C A N タイプの半導体 レーザ 1 を3 個使用 した例を示すが、半導体 レーザ 1



の個数は 1個でも複数個でもよい。半導体 レ一ザ 1 から射出した光はレンズ

a により略平行光とされ、ダイクロイツクミラ一 2 に向かう。ダイクロイ

ックミラ一 2 は、半導体 レーザ 1 の射出光である紫外光、近紫外光、青紫光

のいずれかを透過 し、それらより長波長である青色光、緑色光、赤色光を反

射する特性を有する。 レンズ 1 a により略平行光とされたレーザ光はダイク

ロイックミラ一 2 を透過 し、 レンズ3 により収束光となって所定の位置に集

光する。

[0027] 半導体 レーザ光が集光する位置には、反射型蛍光体組立体 4 が設けられる

。反射型蛍光体組立体 4 は、 ヒ一 卜シンク9 2 の片側を鏡面とされたもの又

はヒ一 卜シンク9 2 上に成膜された金属反射膜の上に設けられる。蛍光体層

は、図 2 、図 3 または図4 で説明されたのと同 じ構造、製法で設けられる。

蛍光体層が蛍光体 8 R、 8 G、 8 B を含む場合、蛍光体 8 R、 8 G、 8 B は

、半導体 レーザ 1 の射出光を受けて赤色光、緑色光、青色光を発光するが、

赤色光 緑色光、青色光は混合 して、反射型蛍光体組立体 4 からは白色光を

射出する。蛍光体層が白色蛍光体を含む場合、当初から白色の蛍光を射出す

る。

[0028] 反射型蛍光体組立体 4 から射出した白色光は、再びレンズ3 に入射 し平行

光となり、ダイクロイツクミラ一 2 により反射され、負のレンズ 5 と正のレ

ンズ 6 で構成されるレンズ系により所望の口径の平行光にして系外に射出す

る。これらのレンズはいわゆるァフ才一カル光学系を構成する。

[0029] 一方、蛍光体を励起する紫外光または近紫外光または青紫光であって発光

に寄与することなく反射する成分は、ダイクロイツクミラ一 2 で反射するこ

となく透過するため、系外に射出することはない。なお、図 8 に示す第 1 の

実施形態の光源装置において、図 6 に示すように、ダイクロイツクミラ一 2

は白色光を透過 し、励起光である半導体 レーザ光を反射するような配置とし

てもよい。

[0030] 図 9 は図 8 の光源装置 2 0 における反射型蛍光体組立体 4 の移動機構を

示す図である。保持ジグ 1 5 は、反射型蛍光体組立体 4 が設けられるヒー 卜



シンク 9 を保持する。保持ジグ 1 5 は、 ヒ一 卜シンク 9 を一方向に移動可能

とする機構を有する。具体的には、保持ジグの側壁 1 5 a とヒ一 卜シンク 9

の一方の短手側面 との間にばね 1 4 が配置され、 ヒー トシンクの他方の短手

側面にはカム 1 2 が配置される。モータ 1 0 によりカム 1 2 が回転すると、

ヒ一 卜シンク 9 は長手方向に移動する。一方、保持ジグ 1 5 は、 ヒ一 卜シン

ク 9 を短手方向には移動不能に保持する。 このように、保持ジグ 1 5 、ばね

1 4 、 カム 1 2 、モータ 1 0 は全体 として移動機構 として機能する。

[0031 ] 反射型蛍光体組立体 4 が移動すると、反射型蛍光体組立体 4 に対する入射

レ一ザ光の位置は相対的に変化する。種々の移動の態様が適用され得る。た

とえば、定時間経過後に一定距離移動 してもよい し、わずかな一定速度で移

動 してもよい。移動することで新たな蛍光体が使用され、その結果、反射型

蛍光体組立体 4 の長寿命化が図 られる。図 9 では、移動の方向は、 ヒー トシ

ンク 9 の長手方向であるが、それ以外の方向を選択 してもよい。 また、後述

する図 1 1 のように、左右以外に上下方向を含め 2 次元的に移動させてもよ

い。

[0032] < 第 2 の実施形態>

図 1 0 は第 2 の実施形態の光源装置を示す構成図である。図 8 では、半導

体 レーザ 1、ダイクロイツクミラ一 2 、第 1 の凸 レンズが 1 系統であるのに

対 し、図 1 0 では、 3 系統の半導体 レーザ 1、ダイクロイツクミラ一 2 1、

2 2 、 2 3 、第 1 の凸 レンズ 3 1、 3 2 、 3 3 を有 している点が異なる。半

導体 レーザ 1 は紫外光、近紫外光、青紫光のいずれかを発光する。半導体 レ

—ザ 1 はC A N タイプのものを使用 している。 3 系統の半導体 レーザ 1 か ら

発せ られた光はそれぞれの レンズ 1 a により略平行光 とされ、それぞれの系

統のダイクロイツクミラ一 2 1、 2 2 、 2 3 を透過 してそれぞれの系統の第

1 の レンズ 3 1、 3 2 、 3 3 によりそれぞれ所定の位置に集光する。半導体

レーザ光が集光する位置には、反射型蛍光体組立体 4 が設けられている。

[0033] 図 1 1 は、図 1 0 に示す ヒ一 卜シンク 9 上に形成されている反射型蛍光体

組立体 4 の一例を示す正面図である。本実施形態における反射型蛍光体組



立体 4 1 の構造、製法は、基本的に第 1 の実施形態の光源装置の場合と同 じ

であるが、互いに異なる蛍光体層を有する蛍光組立体エレメン トが 2 次元的

に配置されている点が異なる。すなわち、 3 原色の色の配列に対応 して、 3

つの蛍光体組立体エレメン トが配置され、かつ、直交する方向には、色度の

異なるスぺク トルを発光する蛍光体組立体エレメン 卜が配置されている。

[0034] 具体的には、図 1 1 の下段においては、左から右に向かって蛍光体組立体

エレメン トR 1、 G 1、 B 1 が配置されている。中段においては、左から右

に向かって蛍光体組立体エレメン トR 2 、 G 2 、 B 2 が、上段においては、

左から右に向かって蛍光体組立体エレメン トR 3 、 G 3 、 B 3 が配置されて

いる。

[0035] —方、図 1 1 を上下方向に見ると、左側の列では、下から上に向かって蛍

光体組立体エレメン トR 1、 R 2 、 R 3 が配置されている。中央の列では、

下から上に向かって蛍光体組立体エレメン トG 1、 G 2 、G3 が、右側の列で

は、下から上に向かって B 1、 B 2 、 B 3 の蛍光体組立体エレメン トが配置

されている。ここで、 R、 G、 B の次の数字は系列を示す。 R 1、 R 2 、 R

3 は同 じ赤色光を発光するが色の色度が互いに異なる蛍光体組立体エレメン

卜である。G 1、 G 2 、 G 3 は同 じ緑色光を発光するが光の色度が互いに異

なる蛍光体組立体エレメン トである。 B 1、 B 2 、 B 3 は同 じ青色光を発光

するが色の色度が互いに異なる蛍光体組立体エレメン 卜である。

[0036] 図 1 2 は図 1 0 の光源装置における反射型蛍光体組立体 4 の移動機構を

示す図である。保持ジグ 1 5 は、反射型蛍光体組立体 4 が設けられるヒー 卜

シンク9 を保持する。保持ジグ 1 5 は、 ヒ一 卜シンク9 を一方向に移動可能

とする機構を有する。具体的には、保持ジグの側壁 1 5 a とヒ一 卜シンク9

の一方の短手側面の間にばね 1 4 が配置され、 ヒー トシンク9 の他方の短手

側面にはカム 1 2 が配置される。モータ 1 0 によりカム 1 2 が回転すること

により、 ヒ一 卜シンク9 は長手方向に移動する。一方、保持ジグ 1 5 は、 ヒ

一卜シンク9 を短手方向には移動不能に保持する。

[0037] —方、保持ジグ 1 5 自体は図示されていない部材により、保持ジグ 1 5 の



短手方向に移動可能に保持される。モータ 1 0 に回転 により保持ジグ短手側

面に当接するギア 1 3 が回転することで、保持ジグ 1 5 は保持ジグ 1 5 の短

手方向に移動する。保持ジグ 1 5 は長手方向には移動できない。

[0038] 以上の結果、 ヒー 卜シンク 9 上の反射型蛍光体組立体 4 は直交する 2 方

向に移動可能 とされる。図 1 2 においては、保持ジグ 1 5 、ばね 1 4 、 カム

1 2 、 ギア 1 3 、 モータ 1 0 、 1 1 は全体 と して移動機構 と して機能する。

[0039] 反射型蛍光体組立体 4 が図 1 2 の左右方向に移動すると、反射型蛍光体組

立体 4 に対する入射 レーザ光の位置は相対的に変化する。種 々の移動の態様

が適用され得 る。たとえば、定時間経過後 に一定距離移動 してもよい し、わ

ずかな一定速度で移動 してもよい。移動することで新たな蛍光体が使用され

、その結果、反射型蛍光体組立体 4 の長寿命化が図 られる。

[0040] 次 に、反射型蛍光体組立体 4 が図 1 2 の上下方向に移動する場合を説明す

る。 当初、半導体 レーザ光は蛍光体組立体エ レメ ン 卜R 1、 G 1、 B 1 に入

射 していると して、保持ジグが移動することにより、半導体 レーザ光は蛍光

体組立体ェ レメン 卜R 2 、 G 2 、 B2 に入射 し、 さらに保持ジグが移動すると

、半導体 レーザ光は蛍光体組立体エ レメ ン トR 3 、 G 3 、 B 3 に入射する。

すなわち、半導体 レーザ光の照射領域 をそれぞれの色の色度が異なる蛍光体

組立体エ レメン 卜の間で移動させることで、色の色度が異なる蛍光体組立体

エ レメン トを選択 し、 3 原色の色度 を変えることができ、色再現範囲の変更

を可能 とする。図 1 3 は、蛍光体組立体エ レメ ン トの選択により第 2 の実施

形態の光源装置 2 0 2 か ら射出する 3 原色の色度が変わる例 を模式的に示す

色度図である。例えば、蛍光体組立体エ レメン 卜の組合せが R 1、 G 1、 B

1 の場合には実線の三角形の色再現範囲、蛍光体組立体エ レメン 卜の組合せ

が R 2 、 G 2 、 B 2 の場合には一点鎖線の三角形の色再現範囲、蛍光体組立

体エ レメン トの組合せが R 3 、 G 3 、 B 3 の場合には点線三角形の色再現範

囲というように色再現範囲が変化する。

[0041 ] 図 1 0 に戻 り、反射型蛍光体組立体 4 の蛍光体か ら射出 した赤色光、緑色

光、青色光は、再び レンズ 3 1、 3 2 、 3 3 に入射 し略平行光 とな り、 ダイ



クロイツクミラ一2 1、 2 2 、 2 3 により、反射され負のレンズ5 と正のレ

ンズ6 で構成されるレンズ系により所望の口径の平行光にして系外に射出す

る。ここで、ダイクロイツクミラ一2 1、 2 2 、 2 3 は半導体レーザの射出

光である紫外光、近紫外光、青紫光のいずれかを透過する特性を有する。ま

た図 1 0 の配置の場合、ダイクロイツクミラ一2 1 は赤色光を反射、緑色光

、青色光を透過する特性を有する。また、ダイクロイツクミラ一2 2 は緑色

光を反射 し、青色光を透過する特性を有する。また、ダイクロイツクミラ一

2 3 は青色光を反射する特性を有する。赤緑青の順序が異なれば、ダイク口

イツクミラ一2 1、 2 2 、 2 3 の特性は上記の特性とは異なる。なお、蛍光

体を励起する紫外光または近紫外光または青紫光であって発光に寄与するこ

となく反射する成分は、ダイクロイツクミラーで反射することなく透過する

ため、系外に射出することはない。

[0042] 本実施形態の光源装置は、第 1の実施例の光源装置と異なり3 原色用の蛍

光体組立体エレメントを個別に配置 し、励起光源もそれぞれ配置する。その

ため、同じ光束を射出するのに蛍光体へ照射する励起光の単位面積あたりの

エネルギーが少ない。 したがって、さらなる高輝度化をすることができる。

その際、 3 原色用の各々の半導体レーザ 1の個数は、 3 原色用それぞれに必

要な蛍光の輝度に対応 した必要最小限の個数でよい。また青色光、緑色光、

赤色光のそれぞれの蛍光の輝度を個々の半導体レーザ 1の出力を個別に制御

して白バランスを調整することもできる。

[0043] なお、図 1 0 において、反射型蛍光体組立体4 1 が赤用、緑用、青用の蛍

光体組立体ェレメン卜各 1つのみであり、保持ジグ 1 5 全体が移動 しない態

様であってもよい。

[0044] < 第 3 の実施形態>

図 1 4 は第 3 の実施形態の光源装置 2 0 3 を示す構成図である。図 1 0 に

示 した第 2 の実施形態の光源装置 2 0 2 との相違点は、青色光について、 レ

—ザ光源を直接照明光として用いる点である。それ以外の構成は図 1 0 と同

様であり、同様な部分の説明は省略する。青色光を発する半導体レーザ 1 は



、凹レンズ5 と第 2 の凸レンズ6 で作る光軸の延長上の点に配置される。半

導体レーザ光はレンズ 1 a 、 レンズ 1 c で集光され拡散板 3 5 に入射する。

拡散板 3 5 で拡散 した半導体レーザ光はレンズ3 4 で平行光とされ 2 枚のダ

ィクロイツクミラ一を透過 して、凹レンズ5 と第 2 の凸レンズ6 で構成され

るレンズ系により所望の口径の平行光にして系外に射出する。

[0045] 図 1 4 において、ヒ一 卜シンク9 上の反射型蛍光体組立体4 は直交する

2 方向に移動可能とされ、反射型蛍光体組立体4 1 は赤用、緑用とも複数の

蛍光体組立体エレメントを有する。なお、反射型蛍光体組立体4 1 が赤用、

緑用、青用の蛍光体組立体エレメント各 1つのみを有 し、保持ジグ 1 5 全体

が移動 しない態様であつてもよい。

[0046] < 第 4 の実施形態>

図 1 5 は第4 の実施形態の光源装置 2 0 4 を示す構成図である。半導体レ

—ザ 1 は紫外光、近紫外光、青紫光のいずれかを発光する。図 1 5 では、C

A N タイプの半導体レーザ 1 を3 個使用 した例を示すが、 3 個には限定され

ない。半導体レーザ 1から射出した光はレンズ 1 a により略平行光とされ、

ダイクロイツクミラ一2 に向かう。ダイクロイツクミラ一2 は、半導体レ一

ザの射出光である紫外光、近紫外光、青紫光を反射 し、それらより長波長で

ある青色光、緑色光、赤色光を透過する特性を有する。 レンズ 1 a により略

平行光とされたレーザ光はダイクロイツクミラ一2 で反射されて9 0 度向き

を変えられ、 レンズ3 により収束光となって所定の位置に集光する。 レ一ザ

光が集光する位置には、反射型カラ一ホイ一ル4 3 が配置される。

[0047] 反射型カラ一ホイール4 3 は円板状の形状を有する。反射型カラ一ホイ一

ル4 3 の基材は、ガラスまたは金属からなる。金属基材は、少なくとも片面

に鏡面処理が施されたもの、または鏡面状態であるものが用いられる。ガラ

ス基材の場合は、 レーザ光である紫外光または近紫外光または青紫光を透過

し可視光を反射するダイクロイツクミラ一等の反射膜がその片側に設けられ

る。反射型カラ一ホイ一ル4 3 の中心部分は回転機構として機能するモータ

0 と接続 しており、反射型カラ一ホイ一ル4 3 は回転可能な状態で配置さ



れている。一方、図示されていないモータとギア 1 3 により構成される移動

機構は反射型カラ一ホイール 4 3 を上下に変位させる。

[0048] 図 1 6 は、第4 の実施形態の光源装置 2 0 4 の反射型カラ一ホイール 4 3

の光入射面の構造を示す平面図である。蛍光体組立体エレメン 卜8 R L また

は蛍光体組立体ェレメン 卜8 G L または蛍光体組立体ェレメン 卜8 B L は、

図 2 または図 3 にて説明 した構造を有 している。 3 種類の蛍光体組立体エレ

メン 卜は、円周方向に等分に分割されており、各蛍光体組立体エレメン トは

円周方向に2 0 度の領域を占有する （この角度をセグメン 卜角度と称する）

。なお、蛍光体組立体ェレメン 卜8 R L または蛍光体組立体ェレメン 卜8 G

L または蛍光体組立体エレメン 卜8 B L のセグメン 卜角度は、最終的に得 ら

れる3 原色の強度比、すなわち、ホワイ トバランスが所定の値になるように

異なる角度に設定 してもよい。一方、径方向には、同 じ色ではあるが色度の

異なる蛍光を発光する蛍光体組立体エレメン トを外周から内周にむかって配

置する。赤では、外周から内周にむかってR 1、 R 2 、 R 3 の蛍光体組立体

エレメン トを、緑ではG 1、 G 2 、 G 3 の蛍光体組立体エレメン トを、青で

はB 1、 B 2 、 B 3 の蛍光体組立体エレメン トを配置する。ここで、 R、 G

、 B の次の数字は系列を示す。

[0049] このような反射型カラ一ホイール 4 3 を十分に早い速度で回転させること

で、 3 板式投射型表示装置において使用できる光源を可能にする。反射型力

ラ一ホイール 4 3 は、時間順次に射出する3 原色が白色光と見なせるような

回転数で回転する。一般的に、いわゆるカラ一プレイクの見えない周波数が

1 0 0 0 H z 以上であるとされている。いま、セグメン ト角度 （個々の蛍光

体組立体エレメン トの角度）をS (度）、反射型カラ一ホイール 4 3 の回転

数をR ( r p m ) 、 1秒間の R G B光の点灯サイクルをX として、X = ( R

÷ 6 0 ) X ( 3 6 0 ( 3 X S ) ) = ( 2 X R ) ÷ S であるから、カラ一プ

レイクの見えない下限の回転数は、 R = ( S X X ) ÷ 2 となる。X = 1 0 0

O H z と置 くと、 R = 5 0 0 X S となる。

[0050] 図 1 6 の場合 S = 2 0 度であるから、反射型カラ一ホイール 4 3 の回転数



は、 R = 1 0 0 0 0 ( r p m ) となる。 S = 8 度では R = 4 0 0 0 ( r p m

) 、 3 = 2 度では ¾ = 1 0 0 0 ( r p m ) となる。 また、反射型カラ一ホイ

—ル 4 3 の回転は表示素子の映像表示の期間と同期する必要は無 く、又反射

型カラ一ホイール 4 3 の回転数に回転ムラがあっても問題はない。

[0051 ] —方、上述の移動機構で反射型カラ一ホイール 4 3 を上下に変位させるこ

とで、 1 番の系列の蛍光体組立体エ レメン ト、 2 番の系列の蛍光体組立体ェ

レメン 卜、 3 番の系列の蛍光体組立体エ レメン トを選択することができ、 3

原色 （青色光、緑色光、赤色光）の発光スペク トルが変わ り3 原色の色度の

調整が可能である。外周側の蛍光体組立体エ レメン トほど、同 じ角度におけ

る面積が大きくなることか ら、使用頻度の高い色相を外周側に配置すること

が、蛍光体の長寿命化の点で望 ま しい。

[0052] 蛍光体層を射出する蛍光は、 レンズ 2 により略平行光にな り、ダイクロイ

ックミラ一を透過 し負の レンズ 3 と正の レンズ4 で構成されるレンズ系によ

り所望の口径の平行光に して系外に射出する。一方、半導体 レ一ザ光で蛍光

の発光に寄与することな く反射する成分は、ダイクロイツクミラーで透過す

ることな く反射するため、系外に射出することはない。なお、図 1 5 に示す

第 4 の実施形態の光源装置において、図 8 に示すように、ダイクロイツクミ

ラー 2 は白色光を反射 し、励起光である半導体 レーザ光を透過するような配

置 としてもよい。

[0053] < 第 5 の実施形態>

図 1 7 は本発明の第 5 の実施形態の光源装置 2 0 5 を示す構成図である。

第 5 の実施形態の光源装置は、図 8 に示す第 1 の実施形態の光源装置 と外観

構成が同一である。 また、蛍光体層は、図 2 、図 3 または図 4 で説明された

のと同 じ構造、製法で設けられる。第 1 の実施形態の光源装置 との相違点は

、第 1 の実施形態において、反射型蛍光体組立体 4 は、 白色光を発光する蛍

光体を使用 しているのに対 し、第 5 の実施形態において、反射型蛍光体組立

体 4 2 は、所定の光 として、青色光または緑色光または赤色光を発光する蛍

光体を使用する点である。具体的には、蛍光体層は蛍光体 8 R、 8 G、 8 B



のいずれかを含む。蛍光体 8 R、 8 G、 8 B は、半導体 レーザ 1 の射出光を

受けて赤色光、緑色光、青色光を発光する。また、ダイクロイツクミラ一 2

4 は、半導体 レーザ 1 の射出光である紫外光、近紫外光、青紫光のいずれか

を透過 し、それらより長波長である蛍光体の発光光を反射する特性を有する

。それ以外は図 8 の構成と同 じである。

[0054] 図 1 8 は図 1 7 の光源装置 2 0 5 における反射型蛍光体組立体 4 の移動

機構を示す図である。反射型蛍光体組立体 4 2 が異なる以外は図 9 と同 じで

あるので、重複する説明は省略する。

[0055] 図 1 9 は、第 2 の実施形態に係る光源装置 2 0 2 を用いた投射型表示装置

を示す図である。光源装置から射出した照明光 （白色光）は、第 1 のインテ

グレータ 1 0 1 及び第 2 のインテグレ一タ 1 0 2 により光の輝度分布を均一

化され、偏光変換素子 1 0 3 により、偏光方向を一方向に揃えられる。本実

施形態では、偏光変換素子 1 0 3 を射出した光の偏光方向は P偏光 （電界べ

ク トルが紙面と平行な偏光）である。偏光変換素子 1 0 3 を射出した P偏光

は、コンデンサレンズ 1 0 4 を透過 して、 B / R G分離クロスダイクロイツ

クミラー 1 0 5 で青色光 （P偏光）と赤緑色光 （P偏光）に分離される。青

色光 （P偏光）はミラ一 1 0 6 で光路を曲げられ B フィール ドレンズ 1 0 9

b を通過する。

[0056] B フィール ドレンズ 1 0 9 b を通過 した P偏光は、ワイヤ一グリッド型偏

光ビ一ムスプリッタ （以下、 「WG _ P B S 」という。） 1 1 0 b を透過 し

、 B 用デバイス 1 1 1 b で変調された光の内S偏光成分が B用 W G —P B S

0 b で反射され合成ダイクロイツクプリズム 1 1 2 に向かう。 B / R G

分離クロスダイクロイツクミラ一 1 0 5 で分離された赤緑色光は、ミラ一 1

0 7 で光路を曲げられ、 R G ダイクロイツクミラ一 1 0 8 で赤色光と緑色光

に分離され、青色光の場合と同様、フィール ドレンズ 1 0 9 r 、 1 0 9 g 、

W G _ P B S 1 1 0 r 、 0 g と通過 し、デバイス 1 1 1 r 、 1 1 1 g で

変調された光の内S偏光成分が W G _ P B S 1 1 0 r 、 1 1 0 g で反射され

後合成ダイクロイツクプリズム 1 1 2 に向かう。合成ダイクロイツクプリズ



厶 1 1 2 で 3 色が合成 され投射 レンズ 1 1 3 でスク リーンに投影 される。

[0057] 以上、第 2 の実施形態に係 る光源装置を用いた投射型表示装置 と同様 に、

第 1 、第 3 、第 4 実施形態に係 る光源装置も投射表示装置の光源部分 と して

用いることができる。

[0058] 図 2 0 は、本発明の第 5 の実施形態に係 る光源装置 2 0 5 を用いた投射型

表示装置を示す図である。光源装置か ら射出 した青色光、緑色光、赤色光は

、それぞれ第 1 のィンテグレ一タ 1 0 1 b 、 1 0 1 g 、 1 0 1 r 及び第 2 の

インテグレ一タ 1 0 2 b 、 1 0 2 g 、 1 0 2 r により光の輝度分布が均一化

され、偏光変換素子 1 0 3 1 b、 1 0 3 1 g 、 1 0 3 1 r により、偏光方向が

—方向に揃え られる。本実施形態では、偏光変換素子 1 0 3 1 b、 1 0 3 1 g

、 1 0 3 1 r を射出 した光の偏光方向は P偏光 （電界べ ク トルが紙面 と平行な

偏光）である。偏光変換素子を射出 した青色光はコンデ ンサ 1 0 4 1 b、 フィ

—ル ドレンズ 1 0 9 bを透過する。偏光変換素子を射出 した緑色光はコンデ ン

サ レンズ 1 0 4 1 g 、 フ ィール ドレンズ 1 0 9 g を透過する。偏光変換素子

を射出 した赤色光はコンデ ンサ レンズ 1 0 4 1 r、 フィール ドレンズ 1 0 9 r

を透過する。

[0059] フ ィール ドレンズ 1 0 9 b 、 1 0 9 g 、 1 0 9 r を通過 した青色光、緑色

光、赤色光 （P偏光）は、それぞれワイヤ一グ リッ ド型偏光 ビ一ムスプ リツ

タ （以下、 「WG _ P B S 」 という。） 1 1 0 b 、 1 1 0 g 、 0 を透

過 し、 B 用デバイス 1 1 1 b 、 G 用デバイス 1 1 1 g 、 R 用デバイス 1 1 1

r で変調 されつつ反射される。変調 された光の内 S 偏光成分が W G — P B S

1 1 0 b 、 1 1 0 g 、 0 で反射され合成 ダイクロイツクプ リズム 1 1

2 に向かう。合成 ダイクロイツクプ リズム 1 1 2 で 3 色が合成 され投射 レン

ズ 1 1 3 でスク リーンに投影 される。

[0060] また、上記実施例の投射型表示装置は反射型液晶素子を用いているが、透

過型液晶素子を用いてもよい。

符号の説明

[0061 ] 半導体 レーザ、



a レンズ、

c レンズ、

2 1 、 2 2 、 2 3 、 2 4 ダ イ ク ロイ ツク ミラ一、

3 1 、 3 2 、 3 3 、 第一 の 凸 レンズ、

、 4 1 、 4 2 反射型蛍光体組立体、

3 反射型 カ ラ一 ホ イー ル 、

凹 レンズ （負の光学部材）、

第二の凸 レンズ （正の光学部材）、

基材、 8 蛍光体層、

赤用蛍光体、

G 緑用蛍光体、

B 青用蛍光体、

R L 赤用蛍光体組立体エ レメ ン ト、

G L 緑用蛍光体組立体エ レメ ン ト、

B L 青用蛍光体組立体 エ レメ ン ト、

ヒー トシ ン ク （放熱部）

1 9 ヒ一 卜シ ン ク、

0 モ ー タ （回転機構）、

2 カム （移動機構）、

3 ギア （移動機構）、

4 ばね （移動機構）、

保持 ジグ （移動機構）、

4 レンズ、

5 拡散板、

0 1 第 1 の ィ ンテ グ レ一 夕、

0 2 第 2 の ィ ンテ グ レ一 タ、

0 3 、 1 0 3 1 r 、 1 0 3 1 g 、 1 0 3 1 b 偏光変換素子、

0 4 、 0 4 r 、 1 0 4 1 g 、 0 4 b コ ンデ ンサ レンズ、



B / R G 分離 クロスダイクロイ ツクミラ一、

ミラ—、

ミラ一、

R G ダイクロイ ツクミラ一、

r 、 1 0 9 g 0 9 b フィール ドレンズ、

r 、 1 1 0 g 、 0 b W G - P B S 、

r 、 1 1 1 g 、 1 1 1 b デバ イス、

合成 ダイクロイ ツクブ リズ厶、

投射 レンズ、

、 2 0 2 、 2 0 3 、 2 0 4 、 2 0 5 光源装置



請求の範囲

[ 請求項 1 ] 半導体 レ一ザ と、

前記半導体 レーザか ら射出する励起光 を受けて所定の色光の蛍光 を

射出する反射型蛍光体組立体 と、

入射する前記励起光 と入射する前記蛍光のいずれか一方 を反射 し他

方 を透過するダイクロイ ツクミラー と、

前記反射型蛍光体組立体の発する熱 を放熱する放熱部 と、

前記反射型蛍光体組立体 を前記反射型蛍光体組立体の面 と平行方向

に移動 させる移動機構 と、

前記反射型蛍光体組立体か らの前記蛍光の光束の大 きさを変換する

少な くとも 1 つの正の光学部材 と少な くとも 1 つの負の光学部材 を有

するァ フ 才一カル光学系 と、

を備 えることを特徴 とする光源装置。

[ 請求項 2 ] 半導体 レ一ザ と、

前記半導体 レーザか ら射出する励起光 を受けて赤色光、緑色光、青

色光成分 を有する蛍光 を白色光 と して射出する反射型蛍光体組立体 と

入射する前記励起光 と入射する前記 白色光のいずれか一方 を反射 し

他方 を透過するダイクロイ ツクミラー と、

前記反射型蛍光体組立体の発する熱 を放熱する放熱部 と、

前記反射型蛍光体組立体 を前記反射型蛍光体組立体の面 と平行方向

に移動 させる移動機構 と、

前記反射型蛍光体組立体か らの白色光の光束の大 きさを変換する少

な くとも 1 つの正の光学部材 と少な くとも 1 つの負の光学部材 を有す

るァフォ一カル光学系 と、

を備 えることを特徴 とする光源装置。

[ 請求項 3 ] 蛍光 と して赤色光 を発光する赤用蛍光体組立体エ レメ ン ト、 緑色光

を発光する緑用蛍光体組立体エ レメン ト、青色光 を発光する青用蛍光



体組立体エ レメン トを有する反射型蛍光体組立体 と、

前記反射型蛍光体組立体の発する熱 を放熱する放熱部 と、

前記赤用蛍光体 を励起する励起光 を射出する少な くとも 1 つの赤用

の半導体 レ一ザ と、

前記緑用蛍光体 を励起する励起光 を射出する少な くとも 1 つの緑用

の半導体 レ一ザ と、

前記青用蛍光体 を励起する励起光 を射出する少な くとも 1 つの青用

の半導体 レ一ザ と、

赤色 に対する蛍光 を反射 し励起光 を透過する赤用のダイクロイ ツク

ミラー と、

緑色 に対する蛍光 を反射 し励起光 を透過する緑用のダイクロイ ツク

ミラー と、

青色 に対する蛍光 を反射 し励起光 を透過する青用のダイクロイ ツク

ミラー と、

前記反射型蛍光体組立体 を前記反射型蛍光体組立体の面 と平行な方

向に移動 させる移動機構 と、

前記赤色光 と前記緑色光 と前記青色光 とを前記複数のダイクロイ ツ

クミラーで合成 して得 られる白色光の光束の大 きさを変換する少な く

とも 1 つの正の光学部材 と少な くとも 1 つの負の光学部材 を有するァ

フ 才一 カル 光学系 と、

を備 えることを特徴 とする光源装置。

[ 請求項 4 ] 蛍光 と して赤色光 を射出する赤用蛍光体組立体エ レメン ト、緑色光

を射出する緑用蛍光体組立体エ レメン ト、青色光 を射出する青用蛍光

体組立体エ レメン 卜が色の配列の方向に配列 し、前記色の配列の方向

と直交する方向には色の色度の異なる複数の蛍光体組立体エ レメン 卜

を有する反射型蛍光体組立体 と、

前記反射型蛍光体組立体の発する熱 を放熱する放熱部 と、

前記赤用蛍光体 を励起する励起光 を射出する少な くとも 1 つの赤用



の半導体 レ一ザ と、

前記緑用蛍光体 を励起する励起光 を射出する少な くとも 1 つの緑用

の半導体 レ一ザ と、

前記青用蛍光体 を励起する励起光 を射出する少な くとも 1 つの青用

の半導体 レ一ザ と、

赤色 に対する蛍光 を反射 し励起光 を透過する赤用のダイクロイ ツク

ミラー と、

緑色 に対する蛍光 を反射 し励起光 を透過する緑用のダイクロイ ツク

ミラー と、

青色 に対する蛍光 を反射 し励起光 を透過する青用のダイクロイ ツク

ミラー と、

前記反射型蛍光体組立体 を前記反射型蛍光体組立体面 と平行な方向

であ って色の配列の方向に移動 させる移動機構 と、

前記反射型蛍光体組立体 を前記反射型蛍光体組立体の面 と平行な方

向であ って色の色度の異なる蛍光体組立体エ レメン 卜の間で移動 させ

る移動機構 と、

前記赤色光 と前記緑色光 と前記青色光 とを前記複数のダイクロイ ツ

クミラーで合成 して得 られる白色光の光束の大 きさを変換する少な く

とも 1 つの正の光学部材 と少な くとも 1 つの負の光学部材 を有するァ

フ 才一 カル 光学系 と、

を備 えることを特徴 とする光源装置。

[ 請求項 5 ] 蛍光 と して赤色光 を発光する赤用蛍光体組立体ェ レメン 卜および緑

色光 を発光する緑用蛍光体組立体エ レメン トを有する反射型蛍光体組

立体 と、

前記反射型蛍光体組立体の発する熱 を放熱する放熱部 と、

前記赤用蛍光体 を励起する励起光 を射出する少な くとも 1 つの赤用

の半導体 レ一ザ と、

前記緑用蛍光体 を励起する励起光 を射出する少な くとも 1 つの緑用



の半導体 レ一ザ と、

青色光 を射出する半導体 レーザ と、

前記青色光 を射出する半導体 レーザ光 を拡散する拡散部材 と、

赤色 に対する蛍光 を反射 し励起光 を透過する赤用のダイクロイ ツク

ミラー と、

緑色 に対する蛍光 を反射 し励起光 を透過する緑用のダイクロイ ツク

ミラー と、

前記反射型蛍光体組立体 を前記反射型蛍光体組立体の面 と平行な方

向であ って色の配列の方向に移動 させる移動機構 と、

前記赤色光 と前記緑色光 と前記青色光 とを前記複数のダイクロイ ツ

クミラーで合成 して得 られる白色光の光束の大 きさを変換する少な く

とも 1 つの正の光学部材 と少な くとも 1 つの負の光学部材 を有するァ

フ 才一 カル 光学系 と、

を備 えることを特徴 とする光源装置。

[ 請求項 6 ] 蛍光 と して赤色光 を射出する蛍光体組立体ェ レメン 卜および緑色光

を射出する蛍光体組立体エ レメン トが色の配列の方向に配列 し、前記

色の配列の方向 と直交する方向には色の色度の異なる複数の蛍光体組

立体エ レメン トを有する反射型蛍光体組立体 と、

前記反射型蛍光体組立体の発する熱 を放熱する放熱部 と、

前記赤用蛍光体 を励起する励起光 を射出する少な くとも 1 つの赤用

の半導体 レ一ザ と、

前記緑用蛍光体 を励起する励起光 を射出する少な くとも 1 つの緑用

の半導体 レ一ザ と、

青色光 を射出する半導体 レーザ と、

前記青色光 を射出する半導体 レーザ光 を拡散する拡散部材 と、

赤色 に対する蛍光 を反射 し励起光 を透過する赤用のダイクロイ ツク

ミラー と、

緑色 に対する蛍光 を反射 し励起光 を透過する緑用のダイクロイ ツク



ミラー と、

前記反射型蛍光体組立体 を前記反射型蛍光体組立体の面 と平行な方

向であ って色の配列方向に移動 させる移動機構 と、

前記反射型蛍光体組立体 を前記反射型蛍光体組立体の面 と平行な方

向であ って色の色度の異なる蛍光体組立体エ レメン 卜の間で移動 させ

る移動機構 と、

前記赤色光 と前記緑色光 と前記青色光 とを前記複数のダイクロイ ツ

クミラーで合成 して得 られる白色光の光束の大 きさを変換する少な く

とも 1 つの正の光学部材 と少な くとも 1 つの負の光学部材 を有するァ

フ 才一 カル 光学系 と、

を備 えることを特徴 とする光源装置。

[ 請求項 7 ] 円板上の円周方向においては所定の角度毎 に、蛍光 と して赤色光 を

射出する赤用蛍光体組立体エ レメン ト、緑色光 を射出する緑用蛍光体

組立体エ レメン ト、青色光 を射出する青用蛍光体組立体エ レメン トが

配置 されるとともに、径方向においては色の色度の異なる蛍光体組立

体エ レメン 卜が配置 される反射型 カラ一ホイール と、

前記蛍光体 を励起する励起光 を射出する少な くとも 1 つの半導体 レ

—ザ と、

前記反射型 カラ一ホイール を円板の中心 を軸 と して所定の角度で回

転 させる回転機構 と、

前記反射型 カラ一ホイール を前記反射型 カラ一ホイールの面 と平行

な方向であ って色の色度の異なる蛍光体組立体エ レメン 卜の間で移動

させる移動機構 と、

入射する前記励起光 と入射する前記蛍光のいずれか一方 を反射 し他

方 を透過するダイクロイ ツクミラー と、

前記反射型 カラ一ホイールか らの光の光束の大 きさを変換する少な

くとも 1 つの正の光学部材 と少な くとも 1 つの負の光学部材 を有する

ァ フ ォ一 カル 光学系 と、



を備 えることを特徴 とする光源装置。

[ 請求項 8 ] 請求項 1 ない し 7 のいずれか 1 項 に記載の光源装置 と、

前記光源装置か ら発する光 を変調するデバイスと、

前記デ ィスで変調 された光 を投射する投射 レンズと、

を備 えることを特徴 とする投射表示装置。
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